
 調査結果（要旨）

【項目１．コロナ禍における経営課題】
　・経営課題として最も多くあげられたのが“売上の減少”、次いで“受注見通しが不透明”、“市場の減退感”と
続いた。売上減少では、特にホテル・飲食業への影響が強く見られたほか、製造業においても夏以降の受注見
通しが不透明なため、下期以降が不安である、との意見が寄せられた。またマスク着用に伴い、真夏の現場で
の熱中症対策を講じる企業や、先行きの不透明感から採用計画の見直し、従来の就職面接会中止に伴い、新
たにWeb面接を導入するなど、採用手法の見直しに着手している企業も見受けられた。

【項目2．コロナ禍で取り組んだ働き方の見直し、感染防止対策】
　・働き方の見直し・感染防止対策で最も多かったのが“検温・マスク着用･手洗い等感染予防の徹底”、次いで
“接待・会食・懇親会の自粛”、“集合研修・会議・入社式等イベントの中止”、“Web会議システムの導入”と続い
た。また在宅勤務導入に伴い、社員の労務管理の進め方や評価指標の策定、社員間のコミュニケーション低下
を防ぐためのメンタルケア等、新たな労務課題が生じている。

【項目３．国や県など行政への期待・要望】
　・国や県など行政への期待・要望で最も多かったのが“企業事業継続＆感染対策ガイドラインの提示”、続い
て“助成･給付金等の申請手続きの簡素化”、“新しい生活様式を踏まえた経済活性化策”と続いた。また売上
げ減少に伴い、公共性の高い事業者（交通・医療介護・給食等）からは、事業継続に向け更なる支援を求める
声が多く寄せられた。

　※附帯調査として、項目3の“助成･給付金等の申請手続きの簡素化”における具体的意見として「雇用調整助
成金の申請」に関する意見が最も多く、“申請時の提出書類が多い”、“度々の制度変更に伴い申請書類も変更
となった”点などがあげられた。現在、申請手続きは簡素化されたが、ハローワークの相談窓口は依然混雑して
いるため、混雑の解消を求める声が多く寄せられた。

　一般社団法人茨城県経営者協会（会長　寺門一義　㈱常陽銀行 取締役会長）では、令和2年6月～7月にか
け、会員企業1,235社に対し、新型コロナウイルス感染症拡大における影響について調査を行いました。
　調査項目として、①コロナ禍における経営課題、②コロナ禍で取り組んだ働き方の見直し・感染防止対策、③
国や県など行政への期待・要望、の3項目を実施。下記は調査回答をグラフにしたものです。
　今後、寄せられた経営課題は協会の事業テーマに反映、実践された働き方の見直し・感染防止対策事例は、
会報誌やホームページを通じて会員間で情報を共有、また行政への要望等については、政策提言活動等へ反
映して参ります。

令和2年7月29日

報道機関 各 位

(一社)茨城県経営者協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　寺門　一義

新型コロナウイルス感染症拡大における影響調査について

（調査期間 2020年6月29日～7月10日、対象は会員企業1,235社で、有効回答企業数は 298社（回答率24.1%））
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【売上の減少(自粛要請含)】(125社)

【今後の受注見通しが不透明】(103社)

【市場の減退感】(91社)

【マスク着用による熱中症対策】(91社)

【新しい生活様式移行への不安(働き方変化)】(76社)

【職場の感染防止対策＆在宅勤務導入費用】(76社)

【国内移動制限による営業自粛】(73社)

【業績悪化による雇用維持・経費削減】(73社)

【採用計画の見直し、進め方の不透明さ】(67社)

【社員モチベーションの低下】(58社)

【感染防止対策と事業継続のバランス】(55社)

【在宅勤務における労務管理と評価指標】(55社)

【公共交通利用のリスク】(49社)

【生産現場の感染防止対策】(40社)

【助成金申請手続きに苦労】(33社)

【資金繰り】(30社)

【人手不足による人員配置】(30社)

【社員教育の遅れ】(24社)

【休業補償への対応】(21社)

【海外出張中止による営業停滞】(18社)

【国内外からの資材供給遅延】(15社)

【コロナ対応マニュアルの未整備】(15社)

【アルコール消毒液入手困難】(15社)

【宅配利用者増に伴う物流人員不足】(9社)

１．コロナ禍での経営課題（複数回答）
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【検温・マスク着用･手洗い等感染予防の徹底】(258社)

【接待・会食・懇親会の自粛】(152社)

【集合研修・会議・入社式等イベントの中止】(119社)

【Web会議システムの導入】(112社)

【出張の中止、単身赴任者帰省禁止】(106社)

【在宅勤務、時差出勤、フレックス制度導入】(94社)

【営業車・職場の消毒＆換気の徹底】(88社)

【対応マニュアルの整備】(79社)

【お客様へのマナー・エチケットの広報】(79社)

【来社の自粛要請】(73社)

【行動(接触者)記録、発熱・濃厚接触者の自宅待機】(70社)

【勤務場所＆人員配置び分散・2直勤務制度導入】(61社)

【公共交通利用禁止、マイカー通勤許可】(58社)

【執務＆休憩･食堂ｽﾍﾟｰｽ分化、ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ設置】(55社)

【有給取得の推奨】(52社)

【臨時休業・休日の設定】(46社)

【出退勤時間の調整､深夜勤務者への休業補償】(43社)

【現場作業員にフェイスシールド・ゴーグル手配】(27社)

【ペーパーレス・デジタル化の推進】(21社)

【休憩時間のシフト化・一斉昼休み導入】(21社)

【サーモグラフィー購入・設置】(9社)

【在宅勤務者へのメンタルケア】(6社)

２．コロナ禍で取り組んだ働き方の見直し、感染防止対策（複数回答）



　

【本件に関する問い合せ先】
　〒３１０－０８０１　茨城県水戸市桜川２－２－３５ 茨城県産業会館１１階
　　一般社団法人茨城県経営者協会 事務局　（担当：澤畑英史、佐藤正樹）
　　　Tel：０２９－２２１－５３０１　　Fax：０２９－２２４－１１０９　　Eメール：sawahatah@ikk.or.jp
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【企業事業継続＆感染対策ガイドラインの提示】(103社)

【助成･給付金等の申請手続きの簡素化】(85社)

【新しい生活様式を踏まえた経済活性化策】(85社)

【営業自粛要請に対する休業補償制度の拡充】(76社)

【資金繰支援の拡充､コロナ対策費の補填・軽減】(61社)

【各種税金支払い猶予・免除】(58社)

【医療体制充実(PCR検査希望者へ迅速な対応)】(58社)

【公共性の高い事業者へマスク･消毒液の安定供給】(55社)

【コロナ禍を踏まえた法規制の見直し】(52社)

【公共性の高い事業者(交通･医療介護･給食等)支援】(49社)

【公共交通利用リスクの軽減策】(46社)

【行政のデジタル化推進（捺印廃止、ｷｬｯｼｭﾚｽ推進）】(46社 )

【コロナ禍における業績への配慮】(43社)

【新規事業立上げ支援、設備投資への補助】(40社)

【自治体間の連携とスピーディな情報提供】(27社)

【支援策や要請文など行政文書を分かり易い表現に】(27社)

３．国や県など行政への期待・要望（複数回答）


